
徳島労働局が平成２６年度において最も重点を置いて取り組む施策は、 
次の６項目です。 
 
１若者の雇用対策の推進 
 産・学・官等が参加する「徳島新卒者就職応援本部」を活用した就職支援、「若者応援企業

宣言事業」の推進、「わかもの支援コーナー」等による個別支援を実施します。 
２障害者の雇用対策の推進 

高まりつつある障害者の就労意欲や企業の採用ニーズに的確に対応するため、関係機関と

連携を深め就労ニーズを把握し、マッチング機能の強化と、きめ細やかな支援による雇用の

促進及び職場定着に向けた取組を推進します。 
３重層的なセーフティネットの構築 

生活保護受給者など生活困窮者に対する就労支援の強化、地域のニーズに即した公的職業

訓練の展開と訓練修了者への就職支援を徳島県等と連携して取り組みます。 
４法定労働条件の確保等 
  企業活動の動向に注視し、法定労働条件の履行確保を図り、解雇や賃金不払い等の事案に対し

ては、監督指導や啓発指導等により迅速かつ適切に対応します。 
５労働災害の減少を図るための対策の推進 

平成 25 年度を初年度とする「徳島第 12 次労働災害防止推進計画」（５ヵ年計画）を推進し、

第三次産業や道路貨物運送業等を重点業種と位置付け、抑止目標達成のため積極的に取り組

みます。 
６女性の能力開発のためのポジティブ・アクションの推進 

女性の活躍を促進するため、企業訪問によりポジティブ・アクションの取組と情報開示を要請

し、両立支援制度の充実を図るため雇用環境の整備に向けて的確な指導を行います。 
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「平成26年度行政運営方針」を策定!! 

～「全員参加の社会」の実現に向けた雇用対策・人材力の強化と 

健康で安心して働くことのできる環境整備の推進～ 

 

 徳島労働局（局長 樋野 浩平）は、平成２６年度における行政運営方針を策定しましたの

で公表いたします。 
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